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1 電子納品に関する手引きの取扱い
1-1　目的

1

　電子納品に関する手引き(以下、本手引き)は、沖縄県農林水産部が令和３年３月以降に実施す
る業務・工事（ただし、農業農村整備事業、海岸保全整備事業（農地海岸）及び地すべり対策事業
に限る）における電子納品に対応するために、発注者及び受注者に向けて作成したものである。
　沖縄県農林水産部の電子納品の運用は、農林水産省の定めた各種電子納品要領等（以下「要
領」）を準用し実施しているが、本手引きは、一部要領に依らない沖縄県独自の運用についてまと
めたものである。
　本手引きは、沖縄県独自運用の変更・追加等にあわせて適宜、改定していくものである。



1-2　標準的な電子納品の流れ

図1-1 電子納品全体の流れ
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ステップと

参照項

発注手続

電子データ

の受け渡し

実地

着手時の

打合せ

成果品

作 成

納品・検査

保管・管理

発注者 受注者

特記仕様書の作成

発注図書の準備

電子データの受け渡し・受注者による確認

事前協議

電子納品の対象書類

電子納品媒体

電子納品する電子データのファイル形式

発注者が受け渡したデータの要領準拠に関する確認

実地中のデータ交換方法

書類検査時の対応（電子データによる検査範囲、PC等の準備、

操作担当、「紙」書類の準備）

詳細は、「電子納品運用ガイドライン（案）」に従う。

成果品電子媒体の作成・納品前協議

・データの作成および内容確認

・要領等との整合確認

（チェックシステムの利用）

・ウイルスチェック 等

検査事前協議

要領に沿っているか

→電子納品チェックシステムを用いる

日々の業務運行・打合せ・情報交換（電子的に文書を作成）

電子成果品の提出

完成検査（電子媒体外観・データ格納・電子成果品チェック結果の確認）

電子媒体の保管管理

電子納品以外の

成果品の保管管理

電子納品された

DVD-R若しくはCD-R

成果品電子媒体の監督

職員によるチェック

・ウイルスチェック

・チェックシステムの利用

・データの内容確認

工事の場合は、沖縄県土地改良事業団体連合会でチェック

引渡



2　業務成果（工事完成図書）の電子納品に関する事項
2-1　電子納品の実施にあたっての留意事項
2-1-1　特記仕様書への記載方法
　特記仕様書記載例

第○○条（電子納品）
　　　本業務（工事）は、電子納品対象業務（工事）とする。
　　　電子納品とは、調査、設計、工事などの各段階の最終成果を電子データで納品
　　することをいう。
　　　ここでいう電子データとは、各種電子納品要領・基準等（電子納品に関する手引
　　き【農業農村整備事業編】（令和３年３月）を含む）（以下、「要領」）に示された
　　ファイルフォーマットに基づいて作成されたものを指す。
　　　尚、書面における署名又は押印の取り扱いについては、別途調査（監督）職員と
　　協議するものとする。

第○○条（業務成果品（工事完成図書）の提出）
　（委託業務の場合）
　　　　業務成果品の提出の際には、電子納品該当部に電子納品チェックシステム（農
　　　林水産省農業農村整備事業版）によるチェックを行い、「要領」に準拠していること
　　　を確認した後、ウィルスチェックを実施した上で提出すること。
　　　　業務成果品（電子納品該当部）は、電子媒体（ＤＶＤ－Ｒ若しくはＣＤ－Ｒ）で１部
　　　納品すること。
　　　　業務成果品の作成において、「要領」で特に記載が無い項目については、調査職
　　　員と協議の上、電子化のファイルフォーマットを決定する。
　　　　尚、業務成果品の中で、「紙による資料」については、調査職員と協議の上、決
　　　定すること。
　（工事の場合）
　　　　工事完成図書の提出の際には、電子納品該当部に電子納品チェックシステム
　　　（農林水産省農業農村整備事業版）によるチェック、ウィルス対策の実施及び
　　　監督職員の確認を受けた後、沖縄県土地改良事業団体連合会による電子成果物
　　　としての品質（要領の準拠）確認を受け、品質の確保が図られたことを示す証を添
　　　付すること。
　　　　工事完成図書は、電子媒体（ＤＶＤ－Ｒ若しくはCD－Ｒ）で１部納品すること。
　　　　工事完成図書の作成において、「要領」で特に記載が無い項目については、監
　　　督職員と協議の上、電子化のファイルフォーマットを決定する。
　　　　尚、工事完成図書の中で、「紙による資料」については、監督職員と協議の上、
　　　決定すること。
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2-2　電子成果品の作成

2-2-1 図面ファイル
(1) ファイル形式

　ＣＡＤデータのファイル形式は原則として納品時及び業務（工事）中ともにＳＸＦとし、詳細は
受発注者協議の上、決定する。

(2) 発注図専用レイヤ
　発注者が発注範囲等を明示する発注図専用レイヤを設ける。
レイヤ名は、C-SPCとする。 
　受注者は完成図面の作成にあたって、C-SPCレイヤから完成図面の作成に必要な情報を
「電子化図面データの作成要領（案）」及び「電子化図面データ作成運用ガイドライン（案）」
に基づき該当するレイヤに振り分けた後、C-SPCレイヤを削除する。

(3) 線の種類
　埋設物に破線を適用する。埋設物表示以外は、受発注者協議により決定する。

(4) 線の太さ
　図面の可読性を考慮し、受発注者協議により決定する。

(5) 線色
　１６色（黒、赤、緑、青、黄、マジェンタ、シアン、白、牡丹、茶、橙、薄緑、明青、青紫、明灰）
以内（RGBの±5％）とする。

(6) 文字の高さ
　図面の可読性を考慮し、受発注者協議により決定する。

(7) 完成図
1）ファイル形式はSXF（P21形式またはSFC形式）とする。

2）完成図の確認
　電子納品する完成図はOCF検定認証ビューアソフト及びCADソフトにて正常に
閲覧・印刷ができることを確認する。

(8) 完成図面のオリジナルファイル
　図面ファイルの元となるオリジナルファイルは、電子納品することを妨げない。電子納品を
行う際には以下の内容に配慮する。
　・完成図面のオリジナルファイルの電子納品は、あくまで受発注者協議で必要と判断され
 　る場合に限る。

1) オリジナルファイルの提出
　オリジナルファイルは基本的には電子納品対象外であるため、電子納品を求める場合に
は、工事着手時に受発注者間で協議を行い納品の有無を決定する。その際、発注者はオリ
ジナルファイルの提出により電子納品媒体が複数枚に及ぶ場合など、本来の電子成果品
の作成に支障が無いよう配慮する。

2) オリジナルファイルのファイル形式
　オリジナルファイルのファイル形式は、受発注者協議により決定する。

3) オリジナルファイルの格納場所
　オリジナルファイルのデータ格納場所は「DRAWINGF/OTHRS」とする。管理ファイルには
オリジナルファイルに関する情報を記述する。
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2-2-2 写真ファイル
　写真管理項目
　1）着手前、完成後の写真は、管理項目（写真情報）上、代表写真として取り扱う。
　2）提出頻度に基づく写真以外についても、工種、種別、細別の記入を行うこと。

2-2-3 事前協議チェックシート
　電子納品を円滑に行うため、工事・業務着手時に受発注者間で事前協議を確実に行う。
また、事前協議に変更が生じた場合は納品前協議を行う。
協議の結果を記載した事前及び納品前協議チェックシートのデータを、工事は「MEET/O
RG」フォルダ、業務は「REPORT」フォルダに格納する。格納にあたっては、フォルダ内で
末尾に来るようファイル名を付す。

例） 工事：Mnnnn_mm.XXX(nnnnはフォルダ内に格納されるファイルのうち末尾番号）
業務：REPnn_mm.XXX（nnはフォルダ内に格納されるファイルのうち末尾番号）

2-2-4　地盤情報
受注者は、電子納品の際に、一般財団法人国土地盤情報センターから受領した検定証
明書(PDFファイル)を、電子納品運用ガイドライン【地質・土質調査編】に規定され
ている格納フォルダBORING／OTHERSに格納し、提出する成果が検定済であることを
報告する。

2-2-5 電子媒体
　ＤＶＤ-Ｒ若しくはＣＤ－Ｒとする。ただし、電子媒体の種類を選択する際は、枚数を最小と
することとし、両媒体を混在させない。

2-2-6　完成検査の準備

（１）電子成果品の確認における留意点
監督職員は、納品された電子成果品を検査時までに確認する。

１）電子媒体の外観確認
　　監督職員は、納品された電子媒体に破損のないこと、ラベルが正しく作成されている

ことを目視で確認する。

２）ウイルスチェック
　　監督職員は、納品された電子媒体に対しウイルスチェックを行う。

ウイルスチェックソフトは特に指定しないが、最新のウイルスも検出できるように、常に
最新のデータに更新（アップロード）したものを利用する。

３）電子成果品の内容の確認
監督職員は、電子納品閲覧ソフトを利用して、電子成果品の対象とした電子データが
格納されているか、事前協議チェックシートと対比することで電子成果品の各フォルダ
を確認する。

４）「電子納品チェックシステム」等によるチェック
　　①受注者は、農林水産省の「電子納品Webサイト」で公開している最新の「電子納品

チェックシステム」によりチェックシステム」によりチェックを行い、その結果を１部印刷し、
そのチェック結果を電子媒体とともに、監督職員に納品する。
②監督職員は、工事完成時に受注者から提出された「電子納品チェックシステム」等の
チェック結果を確認する。
また、監督職員は、電子成果品が各電子納品要領・基準、電子納品に関する手引き
（沖縄県農林水産部）に適合していることを、農林水産省が公開している最新の「電子納
品チェックシステム」により画面を用いて確認する。
「電子納品チェックシステム」のチェック結果の画面を用いた確認事項を次に示す。
ア）フォルダ構成（画面上での確認）
イ）工事管理ファイルについて、工事件名等の工事の基本的な情報の確認
ウ）電子成果品のファイル数量の確認
エ）受注者のチェック結果との照合
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５）確認後の対応
①上記１）～４）の確認後、修正の必要がない場合は、監督職員は「電子媒体」に署名
する。（以上により、電子成果品の納品、確認が完了。）
②修正が必要な場合は、受注者は修正後の「電子媒体」、「電子納品チェックシステ
ム」の②チェック結果及び「電子媒体納品書」を監督職員に再度納品し、監督職員は
上記１）～４）の確認を行う。
③監督職員のチェック結果を印刷し、受注者から納品された「電子成果品（署名入り
）」、「電子媒体納品書」、受注者のチェック結果とともに検査会場に準備する。

2-2-7　完成検査

（１）電子媒体の外観確認
　 検査職員は、電子媒体に破損がないこと、ラベルが正しく作成されているか及び監督

職員／受注者の署名があるかを確認する。

（２）電子成果品のチェック
　1)検査職員は、電子成果品として求める電子データが電子媒体に格納されているか、
　電子納品閲覧ソフトを用いて確認する（パソコンの画面上での確認）。
　２）検査職員は、受注者、監督職員が実施した「電子納品チェックシステム」による
　チェック結果、「電子媒体（署名入り）」、「電子媒体納品書」を確認する。
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2-3　電子成果品保管管理
発注者は、完了検査の後、受領した電子媒体を保管します。保管管理のイメージを下に

示します。
（委託業務の場合）

（工事の場合）
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正

受注者 事務所（課）

受注者によるチェック

電子成果品作成

担当者によるチェック

保管庫に格納
事務所内での活用

受注者
正 正

正 正

正

事務所（課）

ｻｰﾊﾞｰに保管

ﾃﾞｰﾀ

品質確認

土地改良事業団体

連合会

保管庫に格納

事務所内での活用

承認 各種運用を図る

本庁 電子納品担当機関

運用の許可申請

正 正



3 協議事項等についての運用
3-1 電子納品独自運用表
(1) 設計業務等（工事完成図書）の電子納品要領(案) 等関連

(2) 電子化写真データの作成要領(案)関連

No． 項　　　　　　目 沖縄県農林水産部独自運用 解説(補足説明)

1 全般

成果品にビューアソフト
を入れることについて

調査（監督）職員との協議の
結果、ビューアソフトを提出
することになり、特に指定が
なければ、電子媒体ルート
上にOTHRSフォルダを作成
し、このフォルダ内に格納す
る（業務の場合は管理ファイ
ルへの入力は行わない）。

調査（監督）職員との協議
で、ビューアソフトを入れる必
要が生じた場合の運用。

2 業務

報告書ファイルのフォ
ントの埋め込みについ
て

不要なフォントの埋め込みは
行わない。

フォントの埋め込みを行うこ
とにより文字化けを防ぐこと
ができることから、基本的な
フォントの埋め込みについて
は、有用であると判断してい
る。

5 業務

測量情報管理項目の
【測量情報/面積】にお
ける入力値について

管理ファイルの項目における
入力値が、データ値が小さい
ために０となってしまう場合
は実数値で記入する。

3 全般

発注者(機関)コード及
び受注者コード、設計
書コード及び工事番号
について

発注者(機関)コード:CORINS
の発注機関コードを使用。
受注者コード（工事）:
CORINSの企業IDを使用、未
登録の場合は
｢0000000000｣。
設計書コード及び工事番号:
別紙1に示すとおり。

発注者（機関）コードは「別紙
１」を参照。
CORINSの企業IDは最初のK
を０に置き換えた10桁の数
字とする。

4 全般

業務（工事）管理ファイ
ル、業務（工事）管理項
目の【場所情報/境界
座標情報】の設定につ
いて

要領(案)の「99999999」とは
記さず、原則として対象箇所
を網羅し、範囲が最小となる
様に値を設定する。

沖縄県全域を指定する場合
には下記の値を入れる。
西側境界座標経度1225559
東側境界座標経度1312100
北側境界座標緯度0275400
南側境界座標緯度0240000
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No． 項　　　　　　目 沖縄県農林水産部独自運用 解説(補足説明)

1
写真
管理
項目

着手前、完成後の写真
について

着手前、完成後の写真は、
管理項目（写真情報）上、代
表写真として取り扱う。

保管管理システムでの利用
のため。
【写真情報/代表写真】に1を
入力する。



(3) 電子化図面データの作成要領(案) 関連
No． 項　　　　　　目 沖縄県農林水産部独自運用 解説(補足説明)

1

CAD 埋設物の表示について 埋設物に破線を適用する
（破線による埋設物表現のた
めの新たなレイヤの追加は
しなくて良い）。

2

位置図の縮尺について 位置図にラスターデータが使
用される場合の縮尺は１／１
でも良い。

SXFの仕様によりラスター
データは自動的に1/1 となる
ため、位置図にラスターデー
タが使用される場合の運用
である。

3

完成図面フォルダ
（DRAWINGF フォルダ）
におけるオリジナル
CADデータの格納につ
いて

協議により要領に準拠しない
オリジナルCADデータを納品
する場合、DRAWINGF フォ
ルダにOTHRS サブフォルダ
を作成し、オリジナルCAD
データを入れる。その時、管
理ファイルにはOTHRS サブ
フォルダに関する情報を記
入する。

4

完成図の基準の適用
年月について

完成図の適用年月は発注図
（委託時点の基準）に合わせ
る。

5

許容範囲について ・線色の許容範囲は、要領
の16色以内（RGBの±５％）

・線種（埋設物を除く）・線太・
文字の高さは、図面の可読
性を考慮し、受発注者協議
により決定する。

6

発注図専用レイヤにつ
いて

発注者が発注範囲等を明示
する発注図専用レイヤ（C-
SPC）を設ける。

受注者は完成図面作成にあ
たって、C-SPCレイヤから完
成図面の作成に必要な情報
を「電子化図面データの作成
要領（案）」及び「電子化図面
データ作成運用ガイドライン
（案）」に基づき該当するレイ
ヤに振り分けた後、C-SPCレ
イヤを削除する。

7

ＨＴＸＴ（旗揚げ）レイヤ
について

受発注者協議により、旗揚
げ以外の文字等をＨＴＸＴ（旗
揚げ）レイヤに記入しても良
い。

BGD やBMK に文字を記載
する場合等の運用。
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4 沖縄県農林水産部における電子納品導入の経緯
4-1　CALS/ECの導入に関わる方針の整備

H15.6　　沖縄県 CALS/EC 整備基本構想　制定

H15.6　　沖縄県 CALS/EC アクションプログラム　制定

4-2　電子納品に係る規則の整備
H20.4　　電子納品に関する手引き（案）【農業農村整備事業編】制定
H30.1　　電子納品に関する手引き（案）【農業農村整備事業編】改定
R3.3  　　電子納品に関する手引き【農業農村整備事業編】改定

4-3　電子納品の導入経緯
H16.1　　委託設計業務の電子納品の実施（試行）

20,000千円以上の委託業務を対象

H16.4　　委託業務及び土木工事における電子納品対象範囲の拡大
委託業務は全業務対象
300,000千円以上の土木工事を対象

H17.4　　土木工事における電子納品対象範囲の拡大
委託業務は全業務対象
100,000千円以上の土木工事を対象

H19.4　　土木工事における電子納品対象範囲の拡大
委託業務は全業務対象
土木工事は全工事を対象
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